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10． 現地協議メモ

　JICA南アフリカ事務所打合せ

日　時：2007 年 5月 19 日　11:00 ～ 12:30

場　所：JI ＣＡ南アフリカ事務所

参加者：南アフリカ事務所：　小野所長、吉村次長、宇野所員

　　　　調査団：菅野、鈴木

　調査団から今回の調査目的は、先般のプロ形調査を踏まえ、C/Pの確認及び本格調査の方針の

検討にあたっての実施可能性の線引きである旨説明を行った。南アフリカ事務所から以下の情報

提供があった。

●本件はファーストトラックの案件だが、南ア事務所としては調査の内容に関し、きちっとした

情報分析の下、取り組む必要があると認識。事務手続き（調達等）に関しても同様に必要なス

テップを踏みつつ確実に取り組む必要があると考えている。

●コンゴ駐在員事務所が開設されるに伴い、南ア事務所の役割はロジ面におけるサポート役に徹

していくことになるだろう。

　農村開発省表敬

日　時：2007 年 5月 21 日 9:30 ～ 10:30

場　所：農村開発省次官室

参加者：農村開発省：Okito 次官ほか 1名

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　　　　

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の情報提供がな

された。

●バ・コンゴ案件に関連する部局としては、農道（DVDA農道局）、水（SNHR農村給水局）、農

業生産（DECU）になろう。

●バ・コンゴ州政府に関しては、州知事に案件の概要、進行状況について説明、共有する必要は

ある。しかし、案件の実施機関はあくまで農業開発省であり州地方ではない。カタラクト・テ

リトリーも同様。

●案件に関してのコンタクトパーソンはバ・コンゴ州のInspectorになるとのこと（本省所属、給

与も本省からでているとのこと：NTETANI 氏）。

● 行政体制は現在は中央集権的（本省にほとんどの決定権あり）だが、2009 年の地方分権化に

向けて分権化に移行準備中とのこと。

● 設計等に関しても本省の抱える技術者で実施しており民間委託は行っていない。

●省全体の年間予算は40万ドル程度。職員数は総計5000人。うち1800人がキンシャサにいる。

●全部で19ある局のうち12の局が工事を実施。組織階層としては、大臣、次官に続き局があり

各個別事項ごとの局と同列で地方を担当する局がある。

●農道の所掌については、幹線道路が道路庁（都市間）、都市の街路がOVD（コミューン間など）

でいずれも公共事業省所管。コミューン内についてはDVDAでンジリ地区のコミューン内道路
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についてもキンシャサ州のInspectorの責任下にある（ただし、他省庁でのヒアリングからはい

くつか食い違いもみられ所管は不明）。

● JICAプロジェクトでC/P を任命する場合、省内で人事措置がとられる。

●アフリカ開銀等他ドナーのプロジェクトではプロジェクト内で給与の支払いが行われるが

（2000ドル/月とも）、JICAの協力では原則先方側の人件費は負担できないことを説明。次官か

らは給与でなくてもよいので手当てという形で人件費を日本側に負担してもらいたい要望が

あった。

　在コンゴ民主共和国日本大使館打合せ

日　時：2007 年 5 月 21 日　11:00 ～ 12:00

場　所：在コンゴ民日本大使館

参加者：大使館：柳谷大使、水野書記官

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　　　　アフリカ部ミッション：馬場、長尾

　調査団から予備調査の概要・目的の説明を行い、内容を確認するとともに大使館より以下のと

おり情報提供があった。

●現在のコンゴの政局は予測が難しい面がある。ベンバが帰ってくるかも不透明。

●この 1年強の経験則として銃撃戦が 3ヵ月ごとに起こっている。

●キンシャサ市内ではシェゲ（ストリートチルドレン）が再び出没しはじめている。

●コミュニティを対象とされるようだが、コミュニティにはそれぞれ独自性があるところ十分分

析する必要がある（ベンバ派が多いコミュニティなど）。

●この国の脆弱な治安を考えれば、有事の際には迅速に撤退することを念頭に置きつつプロジェ

クトを行う必要があるだろう。

●バ・コンゴ州政府は給与未払いもあり、実質的に機能していない。バ・コンゴ訪問の際には州

知事、計画省の出先、マタディ警察等に訪問するのがよいであろう。

　外務国際協力省打合せ

日　時：2007 年 5 月 21 日 13:00 ～ 14:00

場　所：外務国際協力省

参加者：外務国際協力省：Makelele 課長、Chrispnan 係長

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　　　　アフリカ部ミッション：馬場、長尾

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の情報提供がな

された。

●外務国際協力省は要請元であるが実際はメッセンジャー的役割を果たす。

●地図担当部局は科学研究省傘下にある。
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●難民担当部局としては内務省内に難民問題を扱う委員会がある。

●当方から国土地理院、土地問題省、都市計画居住省、公共事業省、内務省、キンシャサ州政府

のアポイントメント取り付けを依頼。

　計画省打合せ

日　時：2007 年 5月 21 日 14:30 ～ 15:30

場　所：計画省

参加者：計画省：Bonge 局長ほか 4名

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の情報提供がな

された。

●当方から他ドナーとの重複がないようにしたいので、キンシャサ及びバ・コンゴにおける他ド

ナーの活動状況について情報提供を依頼。

●当方からキンシャサ案件についての責任機関としてどこが想定されるかと尋ねたところ、案件

の内容が固まらないと何ともいえないが、マルチセクター案件であれば計画省がコーディネー

ターとして C/P になり得るとの発言があった。

　CTB打合せ

日　時：2007 年 5月 21 日 16:00 ～ 17:00

場　所：CTBキンシャサ事務所

参加者：CTB：Manolo 代表、Erwin 顧問

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　　　　アフリカ部ミッション：馬場

　先方より活動内容についての概要説明の後、下記の情報提供がなされた。

●CTBは、コミュニティ開発に関する事業を2000年から実施しているが、アプローチが変わっ

てきている。初期は、先方政府の能力もなかったことから、CTBが計画から実施まですべて担

い、政府の関与が全くなく、問題があるところに対応するというやり方（AILD）だったのが、

地理的絞込みを参加型で行うようになり（AICB）、それに加えてコミューンやカルティエ等地

方行政機関が関与し、入札制度を導入する（FSU）という変遷を経て、現在は、州政府と内務

省を関与させ、彼らの能力強化も主眼に置きつつ、組織づくりも含めたコミュニティ開発を

行っている（PAIDECO）。

●内務省を中央政府の主たるC/Pにしているのは、地方分権を主管しているからである。このほ

か、人的資源省、土地問題省、公職省とも協力している（技術官庁との協力関係はなし）。

●3年後に運用される新しい州のシステム（26州）で活動を進めており、CTBはそのうち8州に

おいてコミュニティ開発を進めている。UNDPは 6州を対象として支援を行っている。8州の

選定理由は、それまでのCTBの活動地域、ニーズが高い地域（東部）、ポテンシャルの高い地
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域（バ・コンゴ等）を考慮した。

●CTB は州レベルで委員会を設置しており、これには、中央政府、州政府、CTB 等ドナー等が

参加している。各州5～6人に対しCTBから州を通じて、コミュニティ開発を行う仕組みを構

築するために手当てを支払って雇用している。州以下、県・コミューンにおいても開発委員会

を設置しており、そこには政府、市民社会が参加している。ニーズの抽出、優先度づけは参加

型で行うが、その末端はカルティエレベルにCLD（Commite local development、1万 5000 人

規模）、コミューンレベルにCCD（Commision Communitaire development、10～100万人規模）

を設置し、そこから上位の委員会に上げていくシステムを構築している。これらの委員会には

CTBから支払いはなし。

●バ・コンゴ州では、組織づくりは州全体を対象に行うが、ハード支援はマタディ、ボマのみを

対象としている。カタラクト県においては、道路の改修を支援している。

●ンジリ・コミューンにおいても、CLD、CCD等の組織づくりを支援した。これらのシステムを

活用して、ンジリ開発計画が策定されたと推測するが、内容は見ていない。

●州議会、州知事は選挙で選出されているが、県・コミューンは選挙は行われておらず、今は任

命された人が職についている。実質的には、州とその下の行政区分はつながっていない。

●毎年10月に国家予算は承認されることとなっているが、今年度に関してはまだそれがなされて

いない。

●今年の 6～ 7 月に内務省が地方分権化に係るフォーラムを実施する。

●キンシャサを含め、DRCの各地の地図を収集・作成している。要望に応じて共有もしている。

●この4年間の活動を踏まえ、CTBの今後の活動地域検討に際し、クライテリアを見直している。

●社会調査は、キンシャサ大学にも委託できると思う。

　ンジリ・コミューン打合せ

日　時：2007 年 5 月 22 日 10:00 ～ 11:00

場　所：ンジリ・コミューン庁舎

参加者：ンジリ・コミューン：Bendebende コミューン長ほか 3名

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　　　　アフリカ部ミッション：馬場、長尾

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の情報提供がな

された。

●日本の協力に対する期待は高い。

●当コミューンの課題は水、電気、衛生、教育など。また、セコマ地区では野菜を栽培している

が道路状態が悪く出荷できない。また、排水溝がつまっている。飲料水の不足、地盤の侵食と

いう問題もある。

●当方からのンジリ開発計画（Plan Communal de Developpment de N’djiri）の位置づけについ

て質問したところ、これはあくまで住民主体でコミューン内での問題を討議した結果でありコ

ミューンとしての要望、ニーズをまとめたものにすぎないとのこと。特に計画にある優先プロ

ジェクトについても予算の裏づけがある訳ではなく、これはコミューン長の意見を反映してい
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るものでもないとのこと。また、この開発計画の策定にドナーの関与はなかった。仮にJICAが

同地区を対象に開発計画を策定することになれば現在計画の見直しが必要になるが、コミュー

ンとしてはそれは構わないとのこと。ただし、住民の了解取り付けは必要。

●ンジリ開発計画とキンシャサ市の開発計画のリンクは特にない。コミューンでは Cahier de

charge という予算要求をつくり州に提出している。

●コミューン内に CLD（Commite  local  development）、CCD（Commision Communi ta i re

development）という組織があり、この設立にはベルギーが関与した。しかし、組織設立後は関

与はない。組織の人数は 30 名弱。

●ンジリのほか5つのコミューンでチャン・ディストリクトを構成している。ンジリはその中心

都市（首都）にあたり裁判所等が置かれている。

●コミューンと中央政府との関係について、中央政府に税金を納めても予算配分がほとんどな

かったため中央政府との関与をなるべく避けてきた。現在、暫定政府が終了し中央政府の行政

体制が固まりつつあるので今後は中央政府の関与が始まるだろう。

●排水溝等インフラの維持管理について住民では行っていない。

●公共事業を行うときの土地収用については誰が実施するのかと質問したところ、まずコミュー

ンから土地問題省に申請をあげ、その土地が未だ使用されていない土地ならば土地問題省が、

既に使用されている土地の場合、州がその実施主体となるとのこと。

　ADECOM打合せ

日　時：2007 年 5月 22 日 11:30 ～ 12:00

場　所：ADECOM事務所

参加者：ADECOM：Nestor Bazeye Mkela 事務局長ほか 2名

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　　　　アフリカ部ミッション：馬場、長尾

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●同NGOは教育、女性を対象とした識字教育、保健、マイクロファイナンス等幅広い活動を行っ

ている。パートナーとしてはマイクロファイナンスでFAO、HIV/AIDSでUNDP、民主化支援

で EUなど。

　UNICEF打合せ

日　時：2007 年 5月 22 日 14:00 ～ 15:00

場　所：UNICEF キンシャサ事務所

参加者：UNICEF：木下計画官

       調査団：鈴木、土屋

　　　

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな
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された。　　

●UNICEF経由のコミュニティ開発無償はE/Nの署名を 3月に終え、4月から 2年間の予定で開

始。

●キンシャサ、バ・コンゴでの具体的活動内容としては、44校の学校のリハビリ。104校におけ

る水と衛生のソフトコンポーネント（healthy school project）、104村における水と衛生のソフ

トコンポーネント（healthy village project）（協力対象サイト案のリストを入手）。

●NGOをパートナーとして活動しており、学校建設もNGOが行っている。品質管理はUNICEF

の技術者が行っている。

●地図に関しては、OCHA作成のものが公開されているのではないか。

　内務省打合せ

日　時：2007 年 5 月 22 日 15:00 ～ 16:00

場　所：内務省次官室

参加者：内務省：次官ほか

　　　　調査団：菅野、小向、芝原

　調査団から、JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について説明を行うとともに、

内務省が所管する地方分権及び難民政策についての考え方について質問を行った。主な説明及び

質疑応答内容は以下のとおり。

●日本としては、キンシャサの都市インフラ開発及びバ・コンゴ州のコミュニティの開発に関す

る協力を実施する意向ということで理解した。

●キンシャサ市については都市住民が生活しており、インフラの未整備による問題は多い。他方、

バ・コンゴ州においては農村住民が住んでおり、農業技術や家畜による生計向上など、現在の

厳しい生活をどのように改善するのかというのが問題となっている。日本政府にこのようなと

ころで協力をしてもらえることに感謝したい。

●地方自治という面では、選挙終了後に州議会が構成され、州ごとに開発プログラムが作成され

ることになっている。また、州開発プログラムの作成に向けて、最大10名の大臣を任命するこ

とができる。

●現在、内務省は地方分権化の法案を準備中である。法案施行後には権限のみではなく予算も地

方に移譲される予定。これから内務大臣が全国で法案の内容を説明し、ドナー、大学、NGO、

地方議会議員など外部の人と協議をしつつ、必要があれば修正した上で10月には議会に法案を

提出したいと考えている。

●バ･コンゴ州については州開発プログラムも策定され大臣も任命されているが、キンシャサ州

についてはプログラムの策定も、大臣の任命もまだされていない。

●難民については、先般、全難民を合法化する（全難民を難民審査の対象とするという意味）こ

とを決定した。

●難民に関しては、外務省、法務省、社会問題省、人道支援省、社会保健省などがメンバーとな

る難民委員会が内務省の中に設置されている。

●コンゴ民は9ヵ国に隣接しており、周辺国の難民がわが国に入ってくると同時に、わが国の難
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民も周辺国に散らばっている。

●バ･コンゴ州については、アンゴラ難民とコンゴ共和国難民が多いはずである。これら難民の

帰還は強制ではなく、UNHCR及び出身国、受入国の三者合意により決定されるのが従来のや

り方である。アンゴラ難民は当初50万人であったが、現在は15万人～20万人程度となってい

る。

●カタラクト県にはコンゴ共和国難民キャンプが２ヵ所あり、ひとつは Luozi、もうひとつは

Kimazaというコミューンを考えている。Luoziについては全難民が帰国し閉鎖することになっ

ている。

●（当方から、キンシャサ、バ･コンゴでのプロジェクトに対する地方政府の関与というのはど

のようになると考えるか質問したところ）基本的に現在のとおり中央政府と協議をしていけば

よいと思う。地方には農村開発省のInspectorのように中央から派遣されている技術者がいる。

地方がプログラムを策定するとはいえ、中央の政策とは整合性が取れていなければならないの

で、中央省庁との関係を中心にすればよいのではないか。

　土地問題省打合せ

日　時：2007 年 5月 22 日 16:30 ～ 17:30

場　所：土地問題省次官室

参加者：土地問題省：Nyembo Kitungwa 次官ほか 2名

　　　　調査団：菅野、土屋、芝原、鈴木

　　　

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●土地問題省は、土地使用に関する許認可、都市居住省所管の都市計画に沿った土地区画政策の

立案、実施等を行う。職員は2000人程度。うち30％が高齢化のため定年退職を迎える。国土

が広大なため管理できているのは、全国の 10分の 1程度の面積である。

●土地法に基づき、土地の使用はコンゴ人、外国人とも土地問題省に申請可能。

●土地法 181 条により土地は様々な用途に用いることができる。

●都市居住省とのデマケについて、都市居住省は用途地域の設定など計画レベル。一方、土地問

題省は土地使用の申請と審査、許認可といった適用レベル。また、土地の使用権の許認可は土

地問題省だが、上物の建設許可は都市居住省。

●都市居住省の都市計画（用途地域設定等）に対しても土地問題省はある程度コメントできる権

限を持つ。

●土地は国家の所有。

●都市部と農村では土地制度が異なる。都市部は法律がベースだが、農村部は伝統的な慣習があ

る。例えば、土地収用を行う場合、都市部では法律上の土地所有者と事業主の2者での協議が

必要だが、農村では慣習上の土地所有者（酋長）と土地問題省、事業主（カタラクトテリトリー

等）の 3者間での協議が必要。酋長には、家畜を贈呈し、儀式（セレモニー）を行う。

●土地使用権の有効期間について、公共事業の場合は永久。民間による事業の場合、コンゴ人は

永久、法人と外国人は 25年ごとに更新。
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●土地の使用料について、農地の場合は最初の5年間使用料を政府に支払い、その後25年間払う

必要がない。公共事業の場合は使用料は徴収されない。

　UNHCR打合せ

日　時：2007 年 5 月 22 日 16:00 ～ 17:00

場　所：UNHCRキンシャサ事務所執務室

参加者：UNHCR：Mr. Jens Hesemann, External Relation Officer, Ms. Laura Lo Castro,

　　　　Snr Programme Officer, Mr. Abel Muthawa, Mr. Fidele Munyakazi

　　　　（閉鎖前にUNHCRキンペセ事務所で勤務）調査団：小向

　　　

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

＊難民、IDP 数については収集資料を参照

●アンゴラ難民は現在キンシャサ特別州とバ・コンゴ州を中心に10万人程度いると考えられる。

彼らの多くは 10 ～ 15 年以上コンゴ民に生活している。

●2003年に政府から、UNHCRが支援するアンゴラ難民のほかに、キャンプの外で生活している

アンゴラ人を登録してほしいという要請があり、これを行ったところ、12万人程度が登録。彼

らの意向を確認したところ、約半数が帰還を希望、残りはコンゴ民での居住を希望した。

UNHCRは、帰還を希望する難民のうち、社会的弱者とみなされる者に対して帰還支援を実施、

既に6,200人がこのプログラムにより帰還済み。5万人程度の帰還希望者は、自力で帰還するこ

ととなっており、この帰還がどの程度進んでいるかは不明。

●コンゴ民での居住を希望するアンゴラ人の法的ステータスについてはコンゴ民政府と交渉中。

●2007年4月にUNHCRはアンゴラ難民の帰還終了を宣言しているが、アンゴラ難民についての

cecession clause は出されていない。

●アンゴラ難民の多くは、コンゴ民人の土地を借りて、収穫を支払うという形で土地を使用して

いるが、土地をめぐる問題は大きいとは思われない。バ・コンゴ州のアンゴラ難民の85％程度

は農民で、その他は小規模の商業を営んでいる。

●バ・コンゴ州の国連セキュリティフェーズは 1週間ほど前に 3にあがっている。理由は不明。

　公共事業省打合せ

日　時：2007 年 5 月 23 日 10:00 ～ 11:00

場　所：公共事業省会議室

参加者：公共事業省：Doh Mbusu Ngamani 次官、Alembe Wemona 次官ほか 2名

　　　　調査団：菅野、土屋、芝原、鈴木

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●公共事業省、特にOVD（道路局）は過去に日本からの支援もあったこともあり、今回の訪問に
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感謝している。

●公共事業省の所管事項について、省の根拠法は今後できる予定だが、道路を中心とした公共イ

ンフラ全般及び復興に関しては道路のみならず保健、運輸等のインフラについても所管してい

る。

●すべてのインフラは国（公共事業省）の財産であり、計画・施工・維持管理を公共事業省が行っ

ている。ただし、施設の運営は各セクターの省庁に委託している。

●各セクターのインフラ計画を立案するときの公共事業省の役割を質問したところ、省庁間の

コーディネーター的役割を果たすとのこと。特に都市計画居住省とのデマケについて尋ねたと

ころ、公共事業省内に都市整備研究所という組織があり都市計画省の策定する各種政策に公共

事業省の意見を反映させているとのこと。

●JICAが事務所を開設するに伴いコンゴ政府の各省庁を対象にJICAの協力ガイドラインの説明

を目的としたワークショップを開催してはどうかという提案があった。

　科学研究省打合せ

日　時：2007 年 5月 23 日 11:00 ～ 12:00

場　所：科学研究省次官室

参加者：科学研究省： Nsiala Miaka Makemgo次官ほか2名

　　　　調査団：菅野、土屋、芝原、鈴木

　　　　

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●MONUCの地図は非公開かつMONUCが必要としている情報しか掲載されていない。

●現在のキンシャサ市の面積は 1万 km2である（ナイロビの 20倍）。

●キンシャサの地図は 40 年前に作成した 1万分の１の地図が最新。

●もし JICAで地図を作成した場合、許認可と公開の可否について質問したところ、特に問題な

いとのこと。

●GISの所管部局について尋ねたところ、所管部局は特になく各省庁や大学といった作成主体が

個別にGIS をつくっている。

●GIS の基準化は今後実施される可能性がある。

　都市居住省打合せ

日　時：2007 年 5月 23 日 13:00 ～ 14:30

場　所：都市居住省次官室

参加者：都市居住省： Tshiswaka Mwimbakatanko次官ほか1名

　　　　調査団：菅野、土屋、芝原、鈴木

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。
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●省の歴史は浅く、1988年創設。公共事業省から独立した形である。その際、都市整備研究所は

公共事業省に残ったが、本来は都市居住省の傘下にあるべきと思っている。

●省の管轄は都市計画（用途地域の設定等）及び住居の供給である。

●都市計画の法的枠組みは1949年制定の都市計画法がベース。その後、1957年にデクレが出さ

れたのが最新。

●68年にキンシャサ西部、76年に東部の都市計画が策定されそれ以降新しい都市計画は策定さ

れていない。今後も特に都市計画の改訂は必要ないと考えている。

●76年の都市計画ではンジリ川が都市の東側の境界であった（想定人口200万人）。しかし、急

激な人口流入により東部における居住区が急激に拡大した。結果、東部から西部の中心街へ大

きな動線が形成されており交通渋滞などの問題を引き起こしている。

●キンシャサ市作成のキンシャサ復興計画（前回プロ形での入手資料）の位置づけについて質問

したところ、法的な位置づけはなく、アクションプランには都市居住省管轄の住宅供給等も含

まれているが予算的裏づけはないと思うとの答え。

　キンシャサ市表敬

日　時：2007 年 5 月 23 日 16:00 ～ 17:00

場　所：キンシャサ市長室

参加者：キンシャサ市： Andre Kimbuta市長ほか1名

　　　　調査団：菅野、土屋、芝原、鈴木

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●市長就任から 3ヵ月である。

●インフラ整備に係るキンシャサ市と中央政府のデマケについて質問したところ、新しい憲法の

制定により市街道路はすべて市の管轄となった。計画段階では都市居住省等も関連してくるが

あくまで施主は市とのこと。

●キンシャサ市作成のキンシャサ復興計画（前回プロ形での入手資料）の位置づけについて質問

したところ、市長が代わったので現在新しい計画を策定中であり上記資料は現在は何ら意味を

持たないとの答え。

　国家難民委員会打合せ

日　時：2007 年 5 月 23 日 9:00 ～ 10:00

場　所：国家難民委員会執務室

参加者：国家難民委員会：Mr. Jacques Bolampeti Nsongo, in Charge of operation,

　　　　Mr. Fransoirs Nmonde, Mr. Bosco Sumbu, in charge of administration, Mr. Auguy Lukuka,

　　　　Assistant on protection, Mr. Emmanuel Shemisi, Consultant, Mr. Jacomes Bolampete,

　　　　in charge of operation

調査団：小向
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　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

＊ 2007 年 3 月時点でのアンゴラ難民の状況については収集資料を参照

●アンゴラ内戦の影響で、1996年からバ・コンゴ州にアンゴラ難民が流入し、1998年からUNHCR

によるアンゴラ難民支援が開始された。しかし、90年代より前に流入してきているアンゴラ人

がこれに加えて存在した。

● 2007 年 3 月にバ・コンゴ州における難民支援は終了している。

●現在 8万 4,527 名のアンゴラ人がコンゴ民内におり、帰還希望者がそのうち 3万人強、コンゴ

民定住希望者が5万人強いる。帰還希望者のうち、社会的弱者に関してはUNHCRが帰還を支

援、それ以外は自力で帰還することになっている。定住希望者は、長くコンゴ民領内で生活し

ており、既に経済基盤を確立している。

●Nkondo キャンプ周辺には 600人程度、Kileweka キャンプ周辺には 1,050 人程度アンゴラ人が

残っている。

●コンゴ民政府とアンゴラ政府の間では、これをもってコンゴ民におけるアンゴラ難民問題は終

了することで合意している（UNHCRはこれに加わっていない）。

●コンゴ民人の国籍の取得には、9ヵ月から1年ほど要すると理解しており、内務省、法務省がこ

れを管轄している。一方、resident statusを取得すれば、上級の公務員等制限のある職業はある

ものの、仕事を持つことは可能であり、制限なくコンゴ民領内で生活することができる。

　UNDP打合せ

日　時：2007 年 5月 23 日 10：15 ～ 11:15

場　所：UNDP執務室

参加者：UNDP：Ms. Smaro Skoulikidis, Senior Transition Coordinator

　　　　調査団：小向

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●国連セキュリティフェーズは、キンシャサにおいては元々 3であったが、3月の武力衝突の前

に 2に下がり、武力衝突の後 3になっている。

●UNDPはコンゴ民東部を中心に活動を展開している。キンシャサやバ・コンゴ州対象としては、

2BK（バンドゥンドゥ州、バ・コンゴ州、キンシャサ特別州）というプログラムを実施してお

り、もうすぐ終了する。これは、コミュニティの能力強化を目的としており、コミュニティ組

織を形成・支援し、村に開発委員会を設置し、地方政府職員に対して研修を行っており、NGO

が実施主体。バ・コンゴ州では、マタディ、ボマ、ムバンザンドゥングを中心に活動。今もUNDP

はマタディとボマに事務所を抱えている。同プロジェクトの詳細については、担当する貧困ユ

ニットが持っている。

●今年8～ 9月頃から、DFIDの資金（1億ドル）を活用して、全国を対象としたガバナンスのプ

ログラムを開始する予定。これは、行政改革、政治改革、経済開発、地方政府のガバナンス支

援をコンポーネントとして考えている。また、SSR の一部として、MDRP（Multi country de-
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mobilization and reintegration program）の資金を活用して、DDRの活動も行っている。DDR

のプロセス自体は終了しつつあるが、東部の非合法武力勢力の軍への統合が問題となっている。

SSRについて積極的に支援を行っているのは、MONUCと米国。

●3月の武力衝突の際、最も効果的なコミュニケーション手段は携帯電話のSMSだった。国連よ

りも各国大使館の方が事前に情報を持っていた。国連無線の言語はフランス語。国連セキュリ

ティフェーズ3の場所に行く場合は、セキュリティ・クリアランス（移動についてセキュリティ

オフィサーに連絡、関連情報の入手、セキュリティ・オフィサーによる承認。最近はネット上

で実施）を行う。

　Oxfam 打合せ

日　時：2007 年 5 月 23 日 11：30 ～ 12:30

場　所：Oxfam執務室

参加者：DFID：Mr. Nzampasi Saba Vumine Willy, Coordinator of HCR Project,

　　　　Mr. Charles Kawongo, Coordinator of Project

　　　　調査団：小向

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●Oxfamのキンペセにおける活動は、UNHCRの同地における支援が2007年3月に終了したのに

従い、活動を停止している。キンシャサにおいては、今もUNHCRとの協力で活動を行ってい

る。

●州政府には、中央政府技術官庁から派遣された人員がおり、彼らと協力しつつ活動を行ってい

た。

●Oxfamがバ・コンゴ州で活動していた地域は、Kinvula、Mbanza ndogu、Kimpese、Luozi、Ngombe

Mtadi、Seke banza。難民キャンプと周辺の村落両方に支援を行っていた。

●バ・コンゴ州の治安は良い。

●水、衛生、道路等が特に支援ニーズが高い。

●アンゴラ難民の多くは、2003 年から 06 年に帰還。アンゴラ人は投票権はない。

　DFID 打合せ

日　時：2007 年 5 月 23 日 14：00 ～ 15:00

場　所：DFID執務室

参加者：DFID：Ms. Camille Sugden, Conflict Advisor

　　　　調査団：小向

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●3月のキンシャサでの武力衝突、1～2月のバ・コンゴ州での武力衝突に関し、DFID/英国大使
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館のセキュリティオフィサーが詳細な分析を行っている。3月の武力衝突前、2月頃は、キン

シャサの治安について楽観的にみている機運が国際社会に強かった。ポリティカル・オフィ

サー等による政治分析によれば、コンゴ民の現政権は強権色を強めている一方、独裁者になれ

るほど基盤はなく、今後反大統領勢力との交渉、民主化の道を迫られている。野党勢力は、大

統領に接近し、政権をより民主的にしていくよう、交渉している。

●軍の改革が一つの課題である。下級兵士は正当な給与を受領しておらず、不満が高まっている。

現在の軍の高官を代えることが検討されている。EU は、国軍を対象に「change of payment

project」を実施しており、給与制度の改善を図っている。

●民衆の現政権に対する期待、その裏返しの不満が高まっており、ストライキも多発している。

現首相はその座に長くはいられないと思われる。

●ベンバについては、赤道州に戻ってくれるのが最善のシナリオと考えている。

●DFIDは、昨年コンゴ民の分析を実施、米、瑞、UNDP等も同様の分析を行っている。DFIDは、

ロンドンからも専門家を招いて、コンゴ民の紛争分析を再度7月に行う予定。これと別途実施

予定のDFIDが支援を行っている国々を対象として行う政権分析と併せて、今後のDFIDの対

コンゴ民支援の方向性について検討する予定（分析結果によっては、コンゴ民政府を通さず、

マルチやNGOを通じた支援に絞っていく可能性も検討）。現在も政府を通じた支援は小さく、

UNDP 等マルチを通じた支援、NGOを通じた支援が主流。

●選挙支援（研修、ラジオ等メディア支援）、警察改革支援（内務省に委員会を設置）、司法制度

整備（法務省に委員会を設置、法体系整備）を行ってきている。司法分野がこのなかでは進ん

でいる。DDRは混乱をきたしている。特に東部3州においては、兵士の依存性が高まっている。

●キンシャサの居住者を対象に、シティ・プロファイル調査を実施する予定。居住者の部族、性

質等について把握することを目的としている（結果を共有してもらうように申し入れた）。

● 1週間ほど前、スタジアムにおいて軍事演習が行われた。

●国外退避が必要な事変が発生した場合、仏やベルギーは軍が近くに待機しているが、英軍はイ

ラクから呼ばなければいけないため、5日位要してしまう。

●通信は、携帯電話のほか、職員の車に無線を配備。コンゴ民国軍は無線ではなく携帯電話を通

信に活用しているという情報があり、そうであれば、多少の混乱が発生しても、携帯電話が活

用できるような状況が続くことも考えられる。

●教育、道路、保健、衛生等の広範な分野を対象とした、8,000 万ポンド程度の協力を開始する

ことを検討しているが、これも政情・治安を見極めたうえで判断する予定。

●治安情報については、英、米、南ア、民間セキュリティ会社等と毎週木曜に非公式な会合をもっ

ている。

　MONUC/JMAC打合せ

日　時：2007 年 5月 23 日 15:45 ～ 16:00、16：15 ～ 18：00

場　所：MONUC JMAC（統合活動分析班）執務室

参加者：JMAC：Mr. Sabastian（ウルグアイ軍人）

　　　　調査団：小向
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　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●JMACは、短期（7日間）及び中期（6ヵ月）の治安分析を担当しており、軍人と政務官が配置

されている。

●2007年 1～ 2月のバ・コンゴ州における騒乱、3月のキンシャサ州における騒乱は、現政権が

圧倒的な武力を持っていることを印象づけており、暫く（今後3ヵ月程度）は対抗勢力は武力

蜂起を起こさないとみられている。しかしながら、増税しつつ公共サービスに改善がみられず、

政治的にも強権姿勢を持つ現政権に対する民衆及び野党等対抗勢力の不満は継続して大きい。

●国際社会は現政権に対して批判的で、適切な野党のリーダーが出現することを望んでいる。

●ギセンガ現首相（バンドゥンドゥ州出身）の退陣も推測されている。上院議員議長に選出され

たケンゴ氏は、MLC 党員である。バ・コンゴ州、赤道州、バンドゥンドゥ州の反大統領勢力

が、大統領に対抗するために団結していく可能性もある。

●バ・コンゴ州の国連セキュリティフェーズは 3にあがっている。背景としては、①ここ 2～ 3

週間、キンシャサ－マタディ間の国道において強盗が1～2日に1度の頻度で報告されている、

②BDKを中心とする野党勢力の現政権（州知事も大統領派）に対する不満が大きい、③MONUC

の勢力は東部に割かれているため、バ・コンゴ州は十分な兵力を配置していない、の3点であ

る。フェーズ3はこの先最低2週間程度は継続する見込み。強盗は夜間発生していることから、

夜間の移動は避けること、2台以上の車両で移動すること、2台以上の携帯電話・懐中電灯・水

の携行、外から見えるような大きな荷物を積載しないこと、定期連絡の実施、についてMONUC

から助言があった。今後、強盗の被害にあっている民間会社が政府と金銭取引することによっ

て、警察が増強され、強盗が減少することも考えられる。

●バ・コンゴ州は、海とキンシャサをつなげる戦略的地域。ソンゴダム（キンシャサとバ・コン

ゴ州へ電力を供給）、インガダム（コンゴ民南部へ電力を供給）を擁しているが、インガダム

の発電施設の60％は壊れている。これまでアンゴラ軍が侵入し、地元民へ嫌がらせをしたとい

う報告もある。

●バ・コンゴ州は歴史的にも中央政権に無視されてきており、新たな政権に対する参画心が強い。

現大統領を支持しない勢力が多く、一般的には外国人に対しても排他的（外資系石油会社が地

元にお金を落としていないことも要因）。大統領派の州知事と副知事が当選したのは州議会議

員と金銭取引があったとみられている。BDKは3000人程度の組織と考えられており、財源が

なく、銃器もそれ程保持していないと思われているが、上院議員でもある同組織のリーダーの

ンセミ氏がカリスマ性を持っている。

●州知事選の結果が出た後、1/29から2/1までBDKがバ・コンゴ州でストライキを実施し、キン

シャサの高等裁判所に対してクレームを行った一方、1/31に警察が野党の知事・副知事候補者

宅に不法な家宅捜査を行ったことに対し、BDKが蜂起。ムアンダ（バ・コンゴ州西端の都市）

でBDKが 4名の警察官を殺害し、囚人を解放したことから、警察が軍に支援要請、軍がBDK

支援者を中心に194名殺害する事態となった。BDKはバ・フレーブ県（カタラクト県西部）に

支援者が多く、カタラクト県においてはソンゴロロ（キンペセとマタディの中間に位置する町）

が支援者の集中地域。キンペセ近くには国軍（FARDC）施設があり、兵士による嫌がらせが治

安上の留意事項。このほか、ソンゴロロ、レオジ、ムバンザンドゥングにも軍の施設がある。

●現在整備されているところの各州政府、州議会において、どの程度野党を組み込めるかが、特
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に反大統領派が多い西部地域の政情・治安に影響すると考えられる。

●コミューン選挙は2008年実施予定だが、これまで実施された選挙の結果、何も変わらないと民

衆は感じており、コミューン選挙に対する関心も薄い。

●キンシャサ特別州の人口は 1,000 万人程度と推定（選挙登録者が 300 万人強で、その 3倍程度

という推測）。

●国際刑事裁判所（ICC）が、中央アフリカにおける騒乱へのベンバの関与について取り上げる

という情報があり、この推移によってはポルトガルはベンバの保護を停止する可能性もある。

そうなると、ベンバはハーグかリビアに行くか、あるいはキンシャサに戻る可能性もある。チ

セケディは南アで療養中。

●キンシャサ特別州の政情・治安はコンゴ民全体（東部も含む）の政情・治安を反映する。大統

領の決選投票においては、キンシャサ特別州はベンバが71％得票したという事実に留意する必

要がある（ベンバ支持というより、反カビラということ）。

●ベンバ派私兵は3月の騒乱で多くが殺害されているが、残党は武器を隠匿して逃げているとい

う情報もある。MONUCはベンバ派私兵164名を拘留しているが、彼らの安全確保の観点から、

政府に引き渡すことを逡巡している。

●マシナ・コミューンは赤道州出身者が多く、人口が集中しているが、警察が少なく、MONUC

も危険地域に指定。大学近郊、軍施設の周辺（ンジリ地区内にも軍の兵士の住居あり）は危険

地域。大統領私兵は2500名程度キンシャサに駐留、シェゲは1万人程度いると推定されている。

●国連の安全対策会議は毎週水曜に開催されているが、ドナーとは非公式な情報交換に留まる。

通信は、携帯電話、衛生電話、無線を併用することを推奨。携帯電話は、アンテナが騒乱で破

損することを想定して、何社か併用すべき。

　キンペセ役場表敬

日　時：2007 年 5月 24 日 15:00 ～ 16:00

場　所：キンペセ役場（Cite du kimpese）

参加者：キンペセ役場： Marc Tsava Phezo

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　　　　アフリカ部ミッション：馬場、長尾、Olivier

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●農村におけるアクセス道路が課題となっている。

●各村落の人口は数百人から数千人のものまで様々である。村の中にはアンゴラ難民が大半をし

めていた村落もあったが、UNHCRの支援により帰還した難民も多い。

　CRAFOD打合せ

日　時：2007 年 5月 24 日 17:00 ～ 18:30

場　所：CRAFOD
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参加者：CRAFOD： W.IR.Bongoto d事務局長ほか

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　　　　アフリカ部ミッション：馬場、長尾、Olivier

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●CRAFODはドイツプロテスタント系のNGOで重点分野はキャパシティービルディング、農業

生産支援、環境、ジェンダー、保健の 5つ。

●バ・コンゴ州には10のテリトワールがあるが、うち5つ（Louz、Sekebanza、Songololo、Nbanza

Bundu、Madinba）で CRAFODは活動している。

●中央省庁（農業省、農村開発省、環境省等）から、Province, District, Territoire ごとに Inspec-

tor が派遣されている。その下の Secteur のレベルは Technician である。

●基礎的インフラに関しては行政が整備すべきだが、資金がないのでNGO等の資金に頼ること

が多い。

●仮に当地にて案件が開始される場合、JICAとCRAFODが直接契約することはなくJICAが選定

する日本のコンサルタントとの再委託という形になることを説明。先方は了解。

●地方分権化に伴い、村落部の開発計画をテリトワールが今後つくることになるだろう。

　ソンゴロロ・テリトワール打合せ

日　時：2007 年 5 月 25 日 9:00 ～ 10:00

場　所：ソンゴロロ・テリトワール役場

参加者：ソンゴロロ： Andre副テリトワール長

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　　　　アフリカ部ミッション：馬場、Olivier

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●村落部の行政単位は上から、Province－Territoire－Secteur（農村部）/Cite（市街地）-Village。

●ソンゴロロ・テリトワール内にはBamboma、Luima、Wombo、Kimbe、Palabala の Secteur と

Kipmpese の Cite がある。

●テリトワールの人口は約 22 万人。うち 1,000 人のアンゴラ難民が帰還した。

●最後の帰還難民が3/31に出発済み。キルエカ、ンコンドのキャンプは閉鎖し、難民は1人もい

ない（後日、現地確認したところキャンプ跡地に難民が残存している）。

●各Sectuer、各村落のレベルで人口、民族構成（コンゴ人か外国人か）等のデータを保有してい

る（最新のものは 2006 年 12 月 31 日現在）。

●TerritoireがつくるCiteやSecteurの開発計画が行政のつくる開発計画の最小単位である。計画

策定のために各 Secteur にアニメーターを配備している。

●これまで国や NGO が Terri toire に何の連絡もないまま事業を実施していた。その反省から

Territoire が主体となって月 1回協議会を行っている。
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●アンゴラ難民にも80年代と90年代の2種類の難民がいる。80年代のほうは、村に定着し地域

に融合している。

　サイト視察

日　時：2007 年 5月 25、26 日

場　所：ソンゴロロ・テリトワール内 4サイト

参加者：調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　　　　アフリカ部ミッション：馬場、Olivier（25 日のみ）

　　　　CRAFOD：Zephy 農業顧問

　各サイトにおいて下記の情報提供がなされた。

「Nkondo」

●ンコンドは難民キャンプ跡地であるが未だに403人の難民（法的な難民認定はされていない）

が生活している。ここで定住したいと希望している。

●RefugieとResidentの違いについて、Refugieはコンゴ民の税金を支払う必要なくUNHCRの支

援も受けられる。多くは 90 年代の難民。ただし、その資格は永久でない。

●一方、Resident はコンゴ民の税金を払うことになるが資格は永久であり、コンゴ民で永住を希

望している人が大半。多くは 80 年代の難民。

●村落と融合するとその村落の村長以下支配下に入る。一方、ここであれば難民委員会など自分

たちのコミュニティーのもとで生活していけるので融合したくない。

● UNHCR は撤退し、自分たちに対する支援はない。

●産業は農業で、キンペセまで農産品を売りに出し現金収入を得ている。

●UNHCRの資金でCRAFODが学校を建設する計画がある。使用するのは、Nkondo と周辺の 3

つのコンゴ人の村落。

● 200ha の土地が UNHCR から与えられ耕作地として使っている。

●Nkondoにいくまでのコミュニティ道路について、周辺村落の住民によるCLERという道路維

持管理委員会が維持管理を行っている。ベルギーの協力である。

「Ndembo」

● CRAFOD が支援している村落。

●アンゴラ人はいるが皆 Resident の資格をもっている。

●ベルギーの CTB が水を、USAID が農業生産を支援した実績あり。

「Nkondo　Kianga」

●世帯数 60 戸。8 割から 9 割がアンゴラ人。

●学校は村から 1.5km。周辺村落と共有。

●水は川の水を使用。川への道路は住民自身で維持管理している。水の使用量は家庭用だけで

75L/ 日・世帯。

●商業作物は大豆、トウモロコシ、落花生、タマネギ、ピーマン。キャッサバは自家消費用。

●周辺村落間の調整は村長同士で行うが、それでもうまくいかない場合はSecteurの長に委ねる。
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「Kilueka」

●難民キャンプ跡地だが隣接してキルエカ村がある。こちらはコンゴ人の村として正式に認定さ

れており構成はアンゴラ人 90％、コンゴ人 10％。明確な境界がある。

●人口は最盛期には 1万 3,650 人だが現在は 2500 人、254 世帯（信憑性に欠け、もっと少ない可

能性が高い）。99 年の内戦時に難民になった人である。

●アンゴラに帰りたいのかと質問したところ、当面は帰還するつもりはないとのこと。

●自分たちは UNHCR に見捨てられたと感じている。

● UNHCR にかけあいたいがかけあうチャンネルがない。

●耕作地は 92ha で、面積として十分でなく多毛作を行っている。

●UNHCRが 2つの小学校、1つの中学校を建設した。現在は教育省管轄で行政から教員等も派

遣されている。

●教育費が高く学童の 30％のみ学校にいっている。

　農村開発省マタディ州インスペクター打合せ

日　時：2007 年 5 月 28 日 8:30 ～ 10:00

場　所：Hotel Ledya

参加者：Ntetani マタディ州インスペクター

　　　　調査団：菅野、小向、土屋、芝原、鈴木

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●農業開発省の地方部組織について、各州に Inspector なる責任者が派遣されており、その下に

DVDA、SNHR、SNIR、ディストリクトのインスペクター等 11 の部局が置かれている。

●地方分権化の途上で、中央政府、インスペクター、州の農業担当大臣のデマケがまだ明らかで

ない。

●州の開発財源の確保のため、州にある民間企業の利益の40％を州の開発財源にあてる法令案が

検討されている。

●州の開発プログラムの許認可権は州知事にある。

●バ・コンゴ案件に関し、日常的な相談はテリトリーのインスペクターにすればよい。重大な懸

案事項については州のインスペクターも関与する。

●現在のカビラ政権下で州政府にも大臣を配置する法案が討議中。マタディ州では10人の大臣が

任命済みだが、中央に比べ 1大臣の管轄が広い。法案は近く国会に提出される模様。

●各種インフラの設計基準は各部局にある(道路ならDVDA、水なら SNHR)。単価も同様。

●州のPRSPは世銀の協力によりつくられたものである。これをベースにした州の行動計画が策

定されたところである。

●他ドナーの協力としては、アフリカ開銀がバ・コンゴ州のすべてのディストリクト、Songololo

を含む5つのテリトリーを対象に農業開発リハビリプロジェクトを実施予定。バ・コンゴ案件

で対象としているNkondo、Kiluekaへ到る道路沿道のコミュニティに関しては対象外とのこと。

●テリトリーのインスペクターの人事は、州のインスペクターの推薦に基づき本省が決定。
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　公共事業省打合せ

日　時：2007 年 5月 29 日 10:00 ～ 11:00

場　所：公共事業省会議室

参加者：次官ほか 2名

　　　　調査団：菅野、土屋、芝原、鈴木

　調査団より質問に基づき下記の情報提供がなされた。

●当方より、仮にプロジェクト内で施設建設を行う場合、日本の基準に準拠することになるが構

わないかと質問したところ、問題ないとのこと。

●インフラ整備における州政府と中央政府の管轄のデマケについては、まだ確定しておらず現段

階では何ともいえない。

●農村開発における公共事業省と農村開発省のデマケにつき、農村道路であれば一元的には

DVDAの所管(建設含む)であるが幹線道路との接続に関し公共事業省との調整が必要。給水は

SNHR、灌漑については農業省と農村開発省の共管になるとのこと。

●コンゴ民における道路分類は、以下のとおり。

　　　　主要道路、市街道路　⇒　管轄：公共事業省道路庁（Office des routes）

　　　　村落、農村道路　⇒　管轄：農村開発省DVDA

　　　　内水路　⇒　DVDA、ONATRA

●一方、NGO等が整備するものは上記分類に入っていない。

●コミューン内における各種中央省庁と農村開発省のデマケについて質問。水、電気、道路等の

インフラについて、もしコミューン内の当該地域が各管轄省庁のサービス圏内であれば各省庁

の所管だが、そうでない場合はすべて農村開発省の管轄になるとの答え。つまりコミューン内

でも各インフラの所管は一元化されていない。

　MONUC/JOC打合せ

日　時：2007 年 5月 29 日 9:30 ～ 10:00

場　所：MONUC Cafetria

参加者：JOC： 原田政務官

　　　　調査団：小向

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●JOC（統合活動センター）は、軍人4名、政務官4名、警察2名、ロジ要員1名、治安担当2名、

広報1名の構成。JMACが比較的中長期的治安分析を担当するのに対し、JOCは日々の情報収

集を担当し、政治分析も行う。JMACも JOCと同規模の人員で、軍人、警察、政務官で構成。

●ンジリ・コミューンはチセケディ支持者が多く、カビラ支持者はほとんどいない。チセケディ

は政治路線を外れて暫くたつが、復帰してきた際、誰と組むか予測できない。南アにて療養し

ていたが、帰国したとの情報がある。
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●カビラ政権はまだ政権として安定しているとは言えず、脆弱。1～2月のBDKとの武力衝突は、

カビラ政権が反政府勢力にどのように対応するかが現れた。つまり、表現の自由を軍・警察の

武力でねじ伏せることを露呈し、国際社会の批判を浴びている（公式な声明などはない）。

●バ・コンゴの騒乱は事前に予想できなかったが、3月のキンシャサについては予見されていた。

ベンバ私兵の動員解除を焦点に、両陣営の緊張は高まっていた。これを調停しようという試み

があったが、うまくいかなかった。

●キンシャサ市内には今も銃器があるとみられている。EU軍、MONUCが以前銃器回収活動を

行ったが、結果は芳しくなかった。

●ベンバのケースをICCが取り上げた場合、彼のコンゴ民での上院議員としての権利を行使する

かが議論となる可能性がある。一方、これとは別に6月16日にコンゴ民に戻るという情報もあ

る。もしもベンバがコンゴ民に帰還する場合、どれだけ政治的に盛り返すことができるかが未

知数。これに関連し、上院議長にMLCのケンゴ氏が選出されたのは大きな意味合いがある。こ

れは事前に予想されていなかったことだが、カビラの基盤が弱まっているとみることもできる。

●カビラの政治基盤が強いカタンガにおいても州の行政官が解任されており、カビラ政権がぐら

ついてきているとみている。

●キンシャサ特別州、バ・コンゴ州共に、民意を反映した知事の選出ではなく、カビラの金銭力

で備えられた人。JICA がこれらの地域で活動を行うに際しても、現政権と近いとみなされる

と、民衆から不要な反感を買う可能性がある。メディアの活用にも留意が必要。

●最近、一般犯罪の対象としても、MONUC をターゲットとしたものが増えている。これは、

MONUCが現政権と同類とみなされているため。

●MONUC関係者は、携帯電話の携行と、キンシャサから外に出る車両には無線を配備。

●バ・コンゴ州の騒乱では、たまたま通りかかったMONUCの車両が 1台焼き討ちされた。

●（JMACからは今後3ヵ月くらい大きな騒乱は起こらないだろうという発言があったことを紹

介すると、）自分は 3ヵ月もたない可能性もあると思う。

●軍は、東部の武装勢力も統合し、配置換えが敢行されていることから、大統領は軍に対して信

頼を持っているわけではない。

●ヨーロッパ系のドナーが情報を多く持っており、分析も行っているが、特に旧宗主国であるベ

ルギーは政府内の幹部ともつながりが強く、情報が正確なことが多い。

　世界銀行打合せ

日　時：2007 年 5 月 29 日 11:00 ～ 12:00

場　所：世銀執務室

参加者：世界銀行：Jean-Michel Happi、現地代表

　　　　調査団：小向

　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●移行プロセスが順調に進んだことには満足。ただし、州知事選挙については様々な疑問が呈さ

れていることは承知。また、3月の武力衝突は、両陣営間の問題が平和裏に解決できないこと
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が明らかになった。世銀事務所も145発の銃弾を受けた。この後、本部の世銀総裁がカビラ大

統領に対して電話をしている。

●コンゴ民は治安維持力が弱く、民兵も活発。東部のほかにも、バ・コンゴ州、カサイ州等は緊

張が高い。

● PRSP は中長期的治安確保も射程にいれており、SSRが含まれている。

●政情・治安に係る情報は、国連、米、ベルギー、仏、コンゴ民政治家等から入手、分析してい

る。安全対策に関しては、国連の ISMT（Integrated Security Management Team）に参加して

いる。コンゴ民内の世銀国際職員は 30名程度だが、全員の車両に無線を配備。

●PRSPを基に、政府は2007年 2月に政府としての1年半の期間を対象とした開発プログラムを

策定、同時にガバナンス・コンパクトも策定した。政府プログラムでは、ガバナンス改革・治

安、経済開発（農業開発含む）、社会セクター整備が柱となっている。ガバナンス・コンパク

トにおいては、SSR、透明性の確保、自然資源管理、財政管理、公共サービス改革、地方分権

等が主要課題。どちらも、実施・行動に移す時期にかかってきている。

●コンゴ民における世銀の協力は全てグラント（借款適格国ではない）。

●除隊兵士の社会復帰を目的として、これまで2億ドル（半分はドナーからの資金）を拠出。こ

れまで6～8万人の兵士が動員解除されている。和平合意に署名している武装グループのみが

対象となっているが、これに署名していない民兵が存在しており、これにどう対応するかが課

題。7,000 万ドルの追加拠出を検討中。

●地方分権については、憲法において40％の法人税を州政府に払うことが規定されている。憲法

で数値まで規定されているのは珍しいケース。関係法案が策定されているが、これを実施して

いくには、様々な課題があるとみている。

●これまで実施してきた、あるいは実施中の緊急プログラム（電力、教育等）は、多くが全国を

対象としており、地域を絞った支援は行っていない。

●キンシャサの道路のリハビリについては、迅速性を重視するため、既に調査済み（世銀あるい

は他機関により）の道路を対象とすることにしている。コミューン内の道路ではなく、比較的

大きな道路を対象としており、渋滞解消も狙っている。7月上旬には実施予定。計画省の下に

設置されているUCOP が実施機関なので、そこに詳細情報ある。

●マシナ・コミューンに対して特別な支援を行う計画はなく、給水ネットワークの協力を行った

が、これは大きなプログラムの一部である。また、膨大なマシナ・コミューンのニーズに対し

て、非常に小さい投入である。

●コミュニティ開発に関しては、1,000 万ドル位の予算規模で全国を対象とした協力を社会省を

通じて実施する計画。

　World Vision 打合せ

日　時：2007 年 5月 29 日 14:15 ～ 14:45

場　所：World Vision 執務室

参加者：World Vison： Kevin Ray、現地代表

　　　　調査団：小向
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　JICAの説明及びプロジェクト、調査団の来訪目的について概要説明の後、下記の意見交換がな

された。

●World Visionは、東部において人道支援を行っており、カタンガとキンシャサにおいて開発プ

ログラムを実施している。

●キンシャサでは、Area development programをスラム地域の何箇所かを対象として行っている。

対象の選定は、児童スポンサープログラムで対象となっている児童が住む場所周辺で、コ

ミューンより小さい単位（行政区分は知らない様子。ンジリ・コミューン内に対象地があるか

は不明、追って確認予定）。具体的には、道路や給水整備、学校や保健所に対する支援を行っ

ている。

●政府を通さず支援を行っているが、時々地方政府の反対にあうこともある。ベルギーが普及し

た教会が（ローカル化して）広く活動を行っており、ここ等と協力して支援を実施している。

●開発プログラムは、15～ 20年のスパンで協力を行う計画である。政府ではなく現地のコミュ

ニティを育成することに主眼を置いている。

以上
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